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証券コード　3271
平成27年９月11日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

株 式 会 社 T H E グ ロ ー バ ル 社
代表取締役社長 永 嶋 秀 和

第５期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第５期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年９月28日（月曜日）

午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年９月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区西新宿八丁目17番３号

べルサール新宿グランドホール
（昨年度と会場が異なります。末尾の会場ご案内図をご参照
ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第５期（平成26年７月１日から平成27年６月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第５期（平成26年７月１日から平成27年６月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス
http://www.the-g.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

１．企業集団の現況

(1)　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、前半に消費税増税の影響を受け

たものの、政府、日銀による金融緩和により、金利が低下、株価が上昇す

る等、全般的に好調に推移しました。特に、円安を背景として、海外依存

度の高い大企業の業績が好調に推移し、雇用改善がみられましたが、国内

消費や国内所得の伸びは限定的となりました。

　当社グループが属する不動産業界におきまして、新築マンション市場は、

業者間競争により都心部事業用地の取得価格が高騰し、建築費も高値で推

移しました。住宅ローン金利の低下、郊外から都市部への人口流入、海外

からのインバウンド不動産投資等によって、需要が旺盛だったため、平成

27年６月の首都圏のマンションの一戸あたり販売価格及び平米単価がとも

に前年比２割超上昇したにもかかわらず、契約率は78.7％（出所：株式会

社不動産経済研究所の「首都圏のマンション市場動向」）と、引き続き好

調に推移しました。

　新築戸建市場は、郊外の一部地域において市況悪化がみられました。

このような状況下、当社グループは、マンション事業において、利便性

の高い都心部に特化して、立地の良い物件を厳選し、多様化するお客様の

ニーズに対応したデザイン性の高い高品質な家づくりに取り組みました。

また、戸建事業におきましては、建売住宅を郊外で販売してまいりまし

たが、一部地域における供給過剰の影響を受けて、期中に利益率低下と完

成済販売在庫の増加がみられました。

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高

27,478百万円（前期比26.7％減）、営業利益1,081百万円（同54.8％減）、

経常利益845百万円（同53.3％減）、当期純利益309百万円（同70.3％減）

となりました。

当連結会計年度におけるセグメントの業績は以下のとおりであります。

なお、売上高の金額につきましては、セグメント間の内部売上高を含めて

－ 2 －

当連結会計年度の事業の状況、財産及び損益の状況
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記載しております。

［マンション事業］

マンション事業におきましては、「ウィルローズ上北沢」、「ウィル

ローズ東京八丁堀」、「ウィルローズ市谷柳町」、「ウィルローズセン

ター北」、「ラ・青葉台 －コルティーレ－」等、合計274戸の引渡しを

行いました。

以上の結果、当セグメントにおける業績は、売上高13,823百万円（前

期比36.5％減）、営業利益1,537百万円（同35.1％減）となりました。

［戸建事業］

戸建事業におきましては、「世田谷・喜多見プロジェクト」、「文京・

千石プロジェクト」、「三鷹・井口プロジェクト」、「さいたま浦和・

駒場プロジェクト」、「所沢・久米５期プロジェクト」、「川崎麻生・

岡上プロジェクト」、「横浜青葉・荏田プロジェクト」、「相模原・西

橋本プロジェクト」、「船橋・七林町プロジェクト」等、合計355戸の引

渡しを行いました。

以上の結果、当セグメントにおける業績は、売上高12,745百万円（前

期比13.5％減）、営業損失63百万円（前連結会計年度は営業利益508百万

円）となりました。

［販売代理事業］

販売代理事業におきましては、自社開発及び他社開発物件の販売代理

を行い、地域別の引渡実績は、東京都区部80物件297戸、東京都下13物件

66戸、埼玉県７物件38戸、神奈川県18物件159戸、千葉県１物件1戸、合

計119物件561戸となりました。

以上の結果、当セグメントにおける業績は、売上高985百万円（前期比

30.0％減）、営業利益85百万円（同81.5％減）となりました。

［建物管理事業］

建物管理事業におきましては、平成27年６月30日現在のマンション管

理戸数が前期比251戸増の2,942戸となり、順調に推移しました。

以上の結果、当セグメントにおける業績は、売上高358百万円（前期比

22.9％増）、営業利益53百万円（同25.6％増）となりました。

［その他］

その他としましては、収益用不動産から賃料収入を確保しております。

以上の結果、当セグメントにおける業績は、売上高104百万円（前期比

20.6％減）、営業利益68百万円（同4.1％減）となりました。

－ 3 －
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②　設備投資の状況

当連結会計年度におきましては、戸建事業の新宿ショールーム開設に伴

う設備工事82百万円など総額128百万円の設備投資を行いました。

③　資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第２期

(平成24年６月期)
第３期

(平成25年６月期)
第４期

(平成26年６月期)

第５期
(当連結会計年度)
(平成27年６月期)

売 上 高(千円 ) 29,665,198 24,594,017 37,509,995 27,478,515

当 期 純 利 益(千円 ) 1,497,837 545,077 1,043,447 309,566

１株当たり当期純利益( 円 ) 119.10 42.14 79.78 23.52

総 資 産(千円 ) 19,045,746 24,579,043 26,131,744 22,170,444

純 資 産(千円 ) 4,446,470 4,996,833 5,861,539 5,983,742

１株当たり純資産額( 円 ) 347.10 377.26 440.85 447.87

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

－ 4 －

当連結会計年度の事業の状況、財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

当社は親会社を有しておりません。

②　重要な子会社の状況

会社名 資本金 議決権比率 主な事業内容

株 式 会 社 グ ロ ー バ ル 住 販 463,810千円 100.0％ 不動産販売代理他

株式会社グローバル・エルシード 100,000千円 100.0％ 不動産売買他

株 式 会 社 グ ロ ー バ ル ・ ハ ー ト 50,000千円 100.0％ 不動産管理他

株式会社グローバル・キャスト 200,000千円 100.0％ 不動産売買他

(注)　当事業年度末日における特定完全子会社はありません。

(4) 対処すべき課題

今後、首都圏集中がさらに進むと考えられることから、引き続き首都圏地

盤としての強みを活かしてまいりたいと考えております。また、企業価値及

びステークホルダーの利益最大化と満足度向上、事業リスクの分散の観点か

ら、新たな事業、商品、サービスの開発にも取り組んでチャレンジしてまい

ります。

当社グループの属する不動産業界におきましては、金融緩和、円安、資産

高が継続し、中長期的に不動産価格が上昇していくことが見込まれておりま

す。

その一方で、消費者所得の伸びと比較しますと、不動産価格が高水準に推

移しており、このまま所得が伸びない場合には、不動産価格の下落リスクが

高まります。

このような不透明な将来リスクに柔軟に対応し、中長期的な安定成長を確

保するために、以下の施策を考えております。

①  既存事業の拡充と市場変化への対応

「マンション事業」

用地仕入価格及び建築費の高騰に加え、お客様のニーズは多様化してお

ります。これらへの対応として、これまで販売実績のある需要の高い都心

部を中心とした仕入れに注力し、施工会社の選定方法、建物の形状や構造、

住宅設備の仕入れ方法等を勘案の上、建築コストを抑制し、明確な商品企

画と更なるデザインの向上をすることで、お客様のニーズを的確にとらえ

た商品提供を目指してまいります。特に、シングル及びDINKS向けに通勤利

便性の高いコンパクトマンションを開発してまいります。

－ 5 －
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「戸建事業」

価格重視の仕入れから立地条件を重視した仕入れへと転換してまいりま

す。これまでの建売住宅に加え、多棟現場においてモデル棟を先行して建

設し、定額制規格住宅「HOUSTYLE (ハウスタイル)」の販売を推進する等、

よりニーズの高い上質な住宅の受注に力を入れてまいります。

「販売代理事業」

販売代理事業については、他社物件の販売代理受注案件、仲介機能の拡

充等を進めてまいります。

「建物管理事業」

管理物件の増加に対応した体制づくり、入居者サービスの質的向上に引

き続き取り組んでまいります。

②　事業ポートフォリオの拡充、新規事業開発

成長性・安定性・リスク等を勘案し、グループリソースの活用による事

業シナジーが見込めるフィービジネス・海外事業等の新規事業の創出に取

り組み、市場環境の変化に対応できる安定的な事業基盤を構築してまいり

ます。

(5) 主要な事業内容（平成27年６月30日現在）

事　業 主 要 な 取 引

マ ン シ ョ ン 事 業 マンションの企画・開発・分譲等

戸 建 事 業 戸建の企画・開発・分譲及び請負工事、土地分譲

販 売 代 理 事 業 不動産販売代理業務及び不動産仲介業務

建 物 管 理 事 業 分譲マンション等の管理業務

(6) 主要な事業所（平成27年６月30日現在）

当 社 本社：東京都新宿区

株 式 会 社 グ ロ ー バ ル 住 販
本社：同上

仲介センター：東京都中央区

株式会社グローバル・エルシード 本社：同上

株 式 会 社 グ ロ ー バ ル ・ ハ ー ト 本社：同上

株式会社グローバル・キャスト

本社（登記上の本店）：埼玉県所沢市

本店：東京都新宿区

支店：東京都町田市

－ 6 －

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な事業所
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(7) 使用人の状況（平成27年６月30日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

マ ン シ ョ ン 事 業 14名 3名減

戸 建 事 業 74名  6名増

販 売 代 理 事 業 61名(31名) 5名増（4名減）

建 物 管 理 事 業 11名 1名増

全 社 （ 共 通 ） 17名  1名増

合計 177名(31名) 10名増（4名減）

（注）１．使用人数は就業員数であり、常用パートを含んでおります。臨時雇用者数（パー

トタイマー、人材会社からの派遣社員を含む）は、（）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理

部門に所属しているものであります。

②　当社使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

17名 1名増 41.0歳 3.9年

（注）　使用人数は就業員数であり、常用パートを含んでおります。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年６月30日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,794,300千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,236,318千円

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 693,000千円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 664,000千円

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 557,400千円

芙 蓉 総 合 リ ー ス 株 式 会 社 510,500千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 510,000千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 492,565千円

株 式 会 社 関 西 ア ー バ ン 銀 行 491,000千円

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 474,750千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 40,000,000株

②　発行済株式の総数 13,193,400株

③　株主数 29,948名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

永 嶋 秀 和 2,295,200株 17.39％

STATE STREET BANK AND TRUST
C O M P A N Y 　 5 0 5 2 7 7

1,030,000株 7.80％

永 嶋 康 雄 481,300株 3.64％

BANK JULIUS BAER AND CO.,LTD. 437,800株 3.31％

株式会社クリード・アジア・
イ ン ベ ス ト メ ン ト

430,000株 3.25％

株式会社ワイエムエスディー 400,000株 3.03％

株 式 会 社 ３ Ｈ ・ ト ラ ス ト 400,000株 3.03％

奥 田 晃 久 224,600株 1.70％

宮 本 晋 一 224,600株 1.70％

L G T  B A N K  L T D 194,900株 1.47％

（注）持株比率は、自己株式（76株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付され

た新株予約権の状況

該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

－ 8 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成27年６月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 永  嶋  秀  和

株式会社グローバル住販取締役

株式会社グローバル･エルシード取締役

株式会社グローバル･ハート取締役

株式会社グローバル･キャスト取締役

Global Real Management （Singapore) Pte. Ltd.

Chairman and Director

Global Real Development(NZ)Limited

Chairman and Director

Global Life Service (Malaysia) Sdn.Bhd.

Company Director

株式会社グローバル投資顧問取締役

取 締 役 永  嶋  康  雄 株式会社グローバル･エルシード代表取締役社長

取 締 役 吉　田　　　修

管理部長

株式会社グローバル住販取締役管理本部長

株式会社グローバル･エルシード取締役管理部長

株式会社グローバル･ハート取締役

株式会社グローバル･キャスト取締役管理部長

取 締 役 岡　田　一　男

経営企画室長

株式会社グローバル住販取締役

株式会社グローバル･エルシード取締役

株式会社グローバル･ハート取締役

株式会社グローバル･キャスト取締役

取 締 役 宗　吉　敏　彦
株式会社クリード・アジア・インベストメント

代表取締役社長

常 勤 監 査 役 三　枝　龍次郎

株式会社グローバル住販監査役

株式会社グローバル･エルシード監査役

株式会社グローバル･ハート監査役

株式会社グローバル･キャスト監査役

株式会社グローバル投資顧問監査役

監 査 役 後　藤　　　勇

株式会社グローバル住販監査役

株式会社グローバル･エルシード監査役

株式会社グローバル･ハート監査役

株式会社グローバル･キャスト監査役

監 査 役 岡　崎　鶴　男 株式会社グローバル住販監査役

（注）１．取締役宗吉敏彦氏は、社外取締役であります。

２．常勤監査役三枝龍次郎氏、監査役後藤勇氏及び監査役岡崎鶴男氏は、社外監査役であ

ります。

３．当社は、三枝龍次郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

該当事項はありません。
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③　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人員（名） 支給額（千円）

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

4
（1）

130,800
（3,600）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3
（3）

18,800
（18,800）

合 計
（う　 ち　 社　 外　 役　 員）

7
（4）

149,600
（22,400）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役及び監査役の報酬額は、平成23年９月28日開催の第１期定時株主総会の決議に

より、それぞれ年額500,000千円以内及び年額50,000千円以内と定められております。
３．取締役永嶋康雄氏は、当社連結子会社株式会社グローバル・エルシードの代表取締役

社長として同社から役員報酬を受け取っていることから、上記の対象となる役員の員
数には含めておりません。

④　社外役員に関する事項
イ　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役宗吉敏彦氏は、株式会社クリード・アジア・インベストメント
の代表取締役社長であります。株式会社クリード・アジア・インベス
トメントは、当社の議決権を3.25％保有する大株主であります。
常勤監査役三枝龍次郎氏は、連結子会社である株式会社グローバル住
販、株式会社グローバル･エルシード、株式会社グローバル･ハート、
株式会社グローバル・キャスト及び株式会社グローバル投資顧問の監
査役であります。
監査役後藤勇氏は、連結子会社である株式会社グローバル住販、株式
会社グローバル･エルシード、株式会社グローバル･ハート及び株式会
社グローバル・キャストの監査役であります。
監査役岡崎鶴男氏は、連結子会社である株式会社グローバル住販の監
査役であります。

ロ　当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取 締 役 宗　吉　敏　彦
当事業年度に開催された取締役会23回すべてに出席し、主に会社
経営者の見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

常 勤
監 査 役

三　枝　龍次郎

当事業年度に開催された取締役会23回すべてに出席し、監査役会
15回すべてに出席いたしました。常勤監査役として取締役の業
務執行を監査し、取締役会や監査役会において、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行うとともに、内
部統制の構築、運営について取締役の業務執行上の適法性につい
て適宜、必要な発言を行っております。

監 査 役 後　藤　　　勇

当事業年度に開催された取締役会23回すべてに出席し、監査役会
15回すべてに出席いたしました。取締役会や監査役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行うとともに、金融、不動産業界の経験に基づき、適宜、必要
な発言を行っております。

監 査 役 岡　崎　鶴　男

当事業年度に開催された取締役会23回すべてに出席し、監査役会
15回すべてに出席いたしました。取締役会や監査役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行うとともに、警視庁勤務における幅広い経験に基づき、当社
の反社会的勢力排除について適宜、必要な発言を行っておりま
す。
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ハ　責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額

としております。

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

支　　払　　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
33,000千円

（注）1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」等

を参考に、取締役、社内関係部署および会計監査人からの必要な資料の入手や報告を通じ

て、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や監査報酬の見

積り根拠などを検討した結果、会社法第399条第1項の同意をしております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社は、会計監査人の解任または不再任の決定の方針を次のとおり定め

ております。

（1）当社は、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した

場合、または、会計監査人の監査能力及び信用力並びに監査報酬等を総

合的に勘案し、会計監査人の解任又は不再任が相当と判断される場合、

当社監査役会の決議により、会計監査人の解任または不再任の議案を株

主総会の会議の目的といたします。

（2）会計監査人が、会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると判断

される場合には、当社監査役会は、監査役全員の同意のもと、当該会計

監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解

任後、最初に招集される株主総会において、解任の旨及びその理由を報

告いたします。
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④　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人である有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定

める最低責任限度額であります。

(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
①　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

要は以下の通りであり、当社取締役会決議において、平成27年5月1日に会社

法改正に伴う必要な改定を実施しております。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制

（１）取締役会は「取締役会規程」に取締役会決議・報告事項等を定め、当
該決議・報告事項等の定めに則り会社の業務執行を決定する。

（２）社外取締役を招聘し、取締役会が適法に行われていることを独立的な
立場から監督する。

（３）取締役の職務執行状況は、監査計画に基づき監査役の監査を受ける。
（４）代表取締役を「コンプライアンス管理規程」の実施統括責任者とし、

「コンプライアンス委員会」が実施の推進及び管理を行う。
（５）「公益通報者保護規程」に基づき、監査役を窓口とした社内通報制度

を設け、内部監視体制を強化する。
（６）社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、いかなる

取引も行わず、毅然とした態度で臨み、不当要求があった場合は、警
察及び顧問弁護士等との連携を図り組織的に対応する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（１）株主総会議事録、取締役会議事録については、「取締役会規程」「文

書管理規程」に則り、保存及び管理する。
（２）取締役の職務執行に係わる情報の作成・保存・管理状況について、監

査役の監査を受ける。

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（１）取締役会において、的確な意思決定ができるよう社外取締役を招聘し、

適正な取締役員数をもって構成する。
（２）全社的な企業目標を定め、その浸透を図るとともに、この目標に向け

て当社及び子会社が実施すべき具体的な目標を定める。各業務の執行
については、｢職務権限規程｣｢業務分掌規程｣その他の規程に定める権
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限と責任及び実施手続きにより効率的な業務執行体制とする。
（３）取締役会は、定期的にその結果のレビューを実施し、効率化を阻害す

る要因を排除・低減するなどの改善を促すことにより、目標達成の確
度を高め、全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

４．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制

（１）コンプライアンス体制の基礎として、「コンプライアンス管理規程」
に基づき運用し、コンプライアンス体制を強化する。

（２）内部監査部門として執行部門から独立した内部監査室を設置、各部門
の業務プロセス等を監視し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努
める。

（３）監査役を窓口とした社内通報制度を「公益通報者保護規程」に基づき
運用し、内部監視体制を強化する。

（４）監査役は、当社及び子会社の法令遵守体制及び社内通報制度の運用に
問題があると認めるときは、取締役会に対して適宜適切に意見を述べ
るとともに、必要があるときには改善策の策定を求めることができる。

５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項
　監査役から職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合、監
査役を補助すべき使用人を当社内に置くものとする。

６．前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指
示の実効性確保に関する事項

（１）監査役の職務を補助する使用人は、監査役の指示に従って、専らその
監査職務の補助を行うものとし、取締役からの指揮命令、制約を受け
ないものとする。

（２）監査役の職務を補助する使用人の任命・異動は、監査役の同意を得る
ものとする。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
（１）当社及び子会社の取締役及び使用人は、各監査役からの要請に応じ、

職務執行に関する事項を報告する。
（２）監査役は、取締役会のほかグループ経営会議、コンプライアンス委員

会その他重要な会議又は委員会に出席し、必要があると認めたときに
は、適宜適切に意見を述べるとともに、必要があるときには改善策の
策定を求めることができる。

（３）監査役は、代表取締役と定期的に会合をもち、代表取締役の経営方針
を確かめるとともに、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスク
のほか、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について
意見を交換し、代表取締役との相互認識と信頼関係を深めるよう努め
る。
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（４）社内通報窓口を利用して、当社及び子会社の全従業員が直接監査役に
内部通報ができる体制とする。

（５）監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な
取扱いを受けない体制を確保する。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（１）監査役が、代表取締役に対する独立性を保持しつつ適正かつ実効的な

監査を行える体制とする。
（２）代表取締役は、監査役と定期的に会議を開催し、監査役が意見または

情報の交換ができる体制とする。
（３）内部監査部門は、監査役との連絡会議を定期的に、また必要に応じて

開催し、取締役等及び使用人の業務の適法性・妥当性について監査役
が報告を受けることができる体制とする。

（４）監査役が、会計監査人及び子会社の監査役と円滑に連携できる体制と
する。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制
（１）当社及び子会社は、財務報告の信頼性確保のため、金融商品取引法等

の関係法令に基づく適切な内部統制を整備及び運用する体制を構築し、
その体制を継続的に評価し、必要な是正措置を行うものとする。

（２）内部統制報告制度に対応するため、当社及び子会社のIT統制のための
基本規程として情報システム管理規程等を制定し、当社システム担当
部門について他業務部門からの独立性を確保する。

１０．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（１）「リスク管理規程」を制定し、重大な影響を与えるリスクへの即応体

制を整備する。
（２）有事の際には、社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置し、危機

管理対策にあたる。

１１．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制

（１）「関係会社管理規程」を定め、子会社を管理する当社担当役員が、当
社に準じて子会社を管理する。

（２）当社の役職員が子会社の取締役に就任することにより、当社が、子会
社の業務の適正を監視できる体制とする。

（３）子会社は、業務及び取締役等の職務の執行の状況を定期的に当社の取
締役会に報告する。

（４）当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、子会社から定期的に業務内容
の報告を受け、子会社の重要な決定については事前協議を行うこと等
により、子会社の取締役の職務の執行の効率を確保する。

（５）当社と子会社との取引、子会社間の取引については、客観性を確保す
るものとする。
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（６）当社及び子会社の監査役は、子会社の法令及び定款等への適合性を確
認する。

（７）子会社において、法令及び定款等に違反またはその懸念がある事象が
発生した場合、速やかに当社及び子会社の社長等に報告する体制を確
保する。

（８）監査役を窓口とした社内通報制度は、当社のみならず子会社にも適用
し、周知徹底をはかるとともに、通報を行った者が当該報告をしたこ
とを理由に不利な取扱いを受けない体制を確保する。

（９）子会社を当社の内部監査部門による定期的な監査の対象とし、その結
果を当社及び子会社の社長等に報告し、各部門と協力の上、改善策の
指導、実施の支援・助言等を行う。

（１０）子会社が当社に準じて実施する内部統制上のリスク及び損失の危険
の管理は、当社もその評価に関与する。

（１１）海外の子会社については、当該国の法令等の遵守を優先し、可能な
限り本方針に準じる。

②　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当連結会計年度において、記載すべき運用上の問題や業務の不適正はあり

ません。

－ 15 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年６月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

完成工事未収入金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

21,048,534

4,458,615

57,405

129,522

1,952,874

13,753,951

522,307

87,385

86,471

1,121,909

589,748

313,328

232,128

44,291

28,360

503,799

172,751

132,689

334,498

△136,139

流 動 負 債 11,203,833

買 掛 金 1,446,068

短 期 借 入 金 2,253,868

1 年内返済予定の
長 期 借 入 金

5,685,810

1 年内償還予定の
社 債

80,000

未 払 金 295,556

未 払 法 人 税 等 420,618

未 払 消 費 税 等 215,903

前 受 金 598,861

賞 与 引 当 金 14,497

そ の 他 192,649

固 定 負 債 4,982,867

社 債 270,000

長 期 借 入 金 4,691,325

繰 延 税 金 負 債 7,584

そ の 他 13,958

負 債 合 計 16,186,701

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,893,191

資 本 金 389,287

資 本 剰 余 金 1,335,517

利 益 剰 余 金 4,168,420

自 己 株 式 △33

その他の包括利益累計額 15,762

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

13,661

為替換算調整勘定 2,101

新 株 予 約 権 74,788

純 資 産 合 計 5,983,742

資 産 合 計 22,170,444 負 債 ・ 純 資 産 合 計 22,170,444

－ 16 －

連結貸借対照表



2015/08/31 13:31:57 / 15078103_株式会社ＴＨＥグローバル社_招集通知

連 結 損 益 計 算 書

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 27,478,515

売 上 原 価 22,655,442

売 上 総 利 益 4,823,072

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,741,258

営 業 利 益 1,081,813

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,911

受 取 手 数 料 36,212

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,583

解 約 精 算 金 2,800

工 事 補 填 収 入 84,115

為 替 差 益 2,632

そ の 他 42,284 172,539

営 業 外 費 用

支 払 利 息 311,401

支 払 手 数 料 61,342

そ の 他 35,618 408,362

経 常 利 益 845,990

特 別 利 益

関 係 会 社 清 算 益 18,569

投 資 有 価 証 券 売 却 益 24,100 42,669

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 546

支 店 閉 鎖 損 失 15,667 16,214

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 872,444

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 430,110

法 人 税 等 調 整 額 132,768 562,878

少数株主損益調整前当期純利益 309,566

当 期 純 利 益 309,566

－ 17 －

連結損益計算書



2015/08/31 13:31:57 / 15078103_株式会社ＴＨＥグローバル社_招集通知

連結株主資本等変動計算書

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

（単位：千円）

株　主　資　本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 387,226 1,333,456 4,055,727 △33 5,776,377

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 2,061 2,061 4,122

剰 余 金 の 配 当 △196,873 △196,873

当 期 純 利 益 309,566 309,566

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 2,061 2,061 112,692 － 116,814

当 期 末 残 高 389,287 1,335,517 4,168,420 △33 5,893,191

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 11,367 △1,591 9,775 75,386 5,861,539

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 4,122

剰 余 金 の 配 当 △196,873

当 期 純 利 益 309,566

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 連 結 会 計 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

2,293 3,693 5,986 △597 5,389

連結会計年度中の変動額合計 2,293 3,693 5,986 △597 122,203

当 期 末 残 高 13,661 2,101 15,762 74,788 5,983,742
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　7社
連結子会社の名称
株式会社グローバル住販
株式会社グローバル・エルシード
株式会社グローバル・キャスト
株式会社グローバル・ハート
Global Real Management (Singapore) Pte.Ltd.
Global Real Development（NZ）Limited
Global Life Service (Malaysia) Sdn.Bhd.

②　非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称
株式会社グローバル投資顧問

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、

いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。
(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称

関連会社の名称
株式会社アスコット・アセット・コンサルティング

　持分法適用関連会社であった205 West 147th Street,LLCは、平成26年12月に清算が
結了したため、持分法適用の範囲から除外しております。

②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
非連結子会社の名称
株式会社グローバル投資顧問

持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社(株式会社グローバル投資顧問）は、当期純損

益(持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の適用の
対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないためであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちGlobal Real Management(Singapore)Pte.Ltd.及びGlobal Real 

Development（NZ）Limitedの決算日は５月31日、Global Life Service (Malaysia) Sdn.Bhd.
の決算日は３月31日であります。連結計算書類作成に当たっては、同日現在の計算書類を
使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
ります。
その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　その他有価証券
時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
ロ　たな卸資産

未成工事支出金　　　　　　　個別法による原価法
仕掛販売用不動産及び販売用
不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

－ 19 －
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　　ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定

額法によっております。

ロ　無形固定資産　　　　　　　　定額法

（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内の利

用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定

　額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしてお

ります。

ロ　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、賞

与支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。

④　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ  当連結会計年度末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事（工期が

ごく短期間のものを除く。）

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ  その他の工事

工事完成基準

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対

象外消費税等は当連結会計年度の費用として処理して

おります。

なお、固定資産に係る控除対象外消費税等は、長期前

払費用に計上し、５年間で均等償却しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

販売用不動産 1,183,771千円

仕掛販売用不動産 10,338,417千円

建物及び構築物 131,509千円

土地 232,128千円

計 11,885,827千円

②　担保に係る債務

短期借入金 1,877,868千円

１年内返済予定の長期借入金 5,617,200千円

長期借入金 4,588,725千円

計 12,083,793千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 277,814千円

３．連結損益計算書に関する注記

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸資産評価損61,069千円

が売上原価に含まれております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 13,125,000株 68,400株 －株 13,193,400株

(注）発行済株式数の増加は、ストックオプションの権利行使によるものであります。

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 76株 －株 －株 76株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

・決議 平成26年９月29日開催の第４期定時株主総会

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 196,873,860円

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成26年６月30日

・効力発生日 平成26年９月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

平成27年９月29日開催の第５期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 197,899,860円

・配当原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成27年６月30日

・効力発生日 平成27年９月30日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

第１回新株予約権
（注）

第２回新株予約権
（注）

第３回新株予約権
（注）

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 220,800株 40,000株 14,800株

新株予約権の残高 552個 100個 37個

第４回新株予約権
平成22年７月27日
取締役会決議分

第５回新株予約権
平成22年７月27日
取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 505,200株 440,400株

新株予約権の残高 1,263個 1,101個

（注）平成22年７月１日付で実施された株式移転により当社の完全子会社となった株式会社グロ

ーバル住販の会社法第773条に定める株式移転計画新株予約権に代わる新株予約権として

交付したものであります。なお、当該株式移転計画は平成22年４月９日に開催された株式

移転完全子会社（株式会社グローバル住販）の株主総会にて承認されました。
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、事業計画に照らして、主にマンションや戸建及び収益用不動産の開

発プロジェクトのための、必要な資金を主に銀行借入や社債発行により調達しておりま

す。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの（(注

2)参照）については、次表には含まれておりません。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

① 現 金 及 び 預 金 4,458,615 4,458,615 －

② 売 掛 金 57,405 57,405 －

③ 完 成 工 事 未 収 入 金 129,522 129,522 －

④ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 155,937 155,937 －

⑤ 破 産 更 生 債 権 等 132,689

　 貸 倒 引 当 金 ※ △132,689

－ － －

資 産 計 4,801,481 4,801,481 －

① 買 掛 金 1,446,068 1,446,068 －

② 短 期 借 入 金 2,253,868 2,253,868 －

③ １年内返済予定の長期借入金 5,685,810 5,685,810 －

④ １年内償還予定の社債 80,000 80,000 －

⑤ 未 払 金 295,556 295,556 －

⑥ 社 債 270,000 270,009 9

⑦ 長 期 借 入 金 4,691,325 4,691,389 64

負 債 計 14,722,628 14,722,701 73

※破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注1）　金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

①　現金及び預金、②　売掛金、③　完成工事未収入金

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

④　投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、投資信託は公表されてい

る基準価格、外貨建債券は取引金融機関から提示された価格によっております。

⑤　破産更生債権等

破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

していることから、当該帳簿価額によっております。

－ 22 －
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負　債

①　買掛金、②　短期借入金、③　１年内返済予定の長期借入金、

④　１年内償還予定の社債、⑤　未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

⑥　社債

社債のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利に

よるものは、元利金の合計額を、新規に同様の調達を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

⑦　長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時

価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定

金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注2）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 3,000

関係会社株式 13,813

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、「④　投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　一部の連結子会社では、東京都において、賃貸用不動産（土地を含む）を有しており

ます。平成27年６月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は33,927千円であり

ます。

(2) 賃貸用不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

363,638 411,625

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

２．当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額で

あります。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 447円87銭

(2) １株当たり当期純利益 23円52銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 23 －
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貸　借　対　照　表
（平成27年６月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,171,198

702,003

54,382

7,999

1,400,000

2,888

3,925

2,133,664

85,027

57,140

15,240

12,646

7,172

2,041,464

18,270

1,856,708

91,000

132,689

413

116,994

6,558

△181,170

流 動 負 債 2,065,473

短 期 借 入 金 1,850,000

未 払 金 49,433

未 払 費 用 8,979

未 払 法 人 税 等 114,016

未 払 消 費 税 等 31,819

預 り 金 7,827

賞 与 引 当 金 1,318

そ の 他 2,079

負 債 合 計 2,065,473

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,165,467

資 本 金 389,287

資 本 剰 余 金 1,335,517

資 本 準 備 金 276,087

その他資本剰余金 1,059,429

利 益 剰 余 金 440,695

その他利益剰余金 440,695

繰越利益剰余金 440,695

自 己 株 式 △33

評価・換算差額等 △866

その他有価証券
評 価 差 額 金

△866

新 株 予 約 権 74,788

純 資 産 合 計 2,239,389

資 産 合 計 4,304,863 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,304,863

－ 24 －
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損　益　計　算　書

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 867,393

売 上 原 価 －

売 上 総 利 益 867,393

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 597,601

営 業 利 益 269,792

営 業 外 収 益

受 取 利 息 64,029

そ の 他 256 64,285

営 業 外 費 用

支 払 利 息 49,591

社 債 利 息 6,298

為 替 差 損 1,041 56,931

経 常 利 益 277,146

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 47

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 36,196 36,244

税 引 前 当 期 純 利 益 240,902

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 115,216

法 人 税 等 調 整 額 3,533 118,750

当 期 純 利 益 122,151

－ 25 －
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株主資本等変動計算書

(平成26年７月１日から
平成27年６月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 387,226 274,026 1,059,429 1,333,456 515,417 515,417 △33 2,236,067

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 2,061 2,061 2,061 4,122

剰 余 金 の 配 当 △196,873 △196,873 △196,873

当 期 純 利 益 122,151 122,151 122,151

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額
( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 2,061 2,061 － 2,061 △74,722 △74,722 － △70,600

当 期 末 残 高 389,287 276,087 1,059,429 1,335,517 440,695 440,695 △33 2,165,467

評価・換算差額等

新株予約権
純 資 産
合 計

その他有価
証券評価差
額 金

評価・換算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 △1,826 △1,826 75,386 2,309,627

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 4,122

剰 余 金 の 配 当 △196,873

当 期 純 利 益 122,151

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額
( 純 額 )

959 959 △597 362

事業年度中の変動額合計 959 959 △597 △70,237

当 期 末 残 高 △866 △866 74,788 2,239,389

－ 26 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　　ただし、建物（建物附属設備を除く）については、定額

法によっております。

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法

（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内の利用

可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

　　　　　　　　　　　　　　　　法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、賞与

支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 117,194千円

(2) 保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

株式会社グローバル・エルシード 2,309,440千円

株式会社グローバル・キャスト 4,157,838千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 1,403,925千円

短期金銭債務 1,850,299千円

－ 27 －
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３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

　　売上高 867,393千円

　　営業取引以外の取引高 112,174千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普 通 株 式 76株 －株 －株 76株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 435千円

未払事業税 6,864千円

その他 698千円

繰延税金資産（流動）合計 7,999千円

繰延税金資産（固定）

創立費 4,722千円

貸倒引当金 58,518千円

新株予約権 23,613千円

関係会社株式評価損 10,421千円

その他 1,416千円

繰延税金資産（固定）小計 98,690千円

評価性引当額 △98,277千円

繰延税金資産（固定）合計 413千円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

事務機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース取引により使用しておりま

すが、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

－ 28 －
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社

種類 会社等の名称

議決権等の所有

(被所有)割合

（%）

関連当事者と

の関係
取引内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社
株式会社グローバ

ル住販

（所有）

直接　100.0

経 営 指 導

資 金 貸 借

役員の兼任

経営管理料等

の受取
59,278

そ の 他

（前受収益）
126

資 金 の 返 済 200,000 短 期 借 入 金 550,000

利 息 の 支 払 18,562 － －

子会社
株式会社グローバ

ル・エルシード

（所有）

直接　100.0

経 営 指 導

資 金 貸 借

役員の兼任

経営管理料等

の受取
485,425

そ の 他

（前受収益）
113

資 金 の 借 入 900,000 短 期 借 入 金 1,300,000

利 息 の 支 払 28,554 － －

銀行借入に対

する債務保証
2,309,440 － －

子会社
株式会社グローバ

ル・キャスト

（所有）

直接　100.0

経 営 指 導

資 金 貸 借

役員の兼任

経営管理料等

の受取
312,338

そ の 他

（前受収益）
38

資 金 の 貸 付 600,000 短 期 貸 付 金 1,400,000

資 金 の 回 収 400,000 － －

利 息 の 受 取 58,675 － －

銀行借入に対

する債務保証
4,157,838 － －

子会社
株式会社グローバ

ル・ハート

（所有）

直接　100.0

経 営 指 導

資 金 貸 借

役員の兼任

経営管理料等

の受取
10,350

そ の 他

（前受収益）
20

資 金 の 返 済 100,000 － －

利 息 の 支 払 2,474 － －

子会社

Global Real

Development(NZ)

Limited

（所有）

 間接 (100.0)

資 金 貸 借

役員の兼任

資 金 の 回 収 70,000
関 係 会 社

長 期 貸 付 金
30,000

利 息 の 受 取 2,302
そ の 他

（未収収益）
428

(注)　　取引条件及び取引条件の決定方針等

①  経営管理料等については、一定の合理的な基準に基づき決定しております。

②　資金貸付の取引条件については、市場金利を勘案して決定しております。

③  株式会社グローバル・エルシード及び株式会社グローバル・キャストの銀行借入に

対して、債務保証をしております。なお、保証料は受け取っておりません。また、

取引金額については債務保証残高を記載しております。

④  Global Real Development（NZ）Limitedへの関係会社長期貸付金に対し、27,292千

円の貸倒引当金を計上しております。なお、当事業年度において、貸倒引当金繰入

額18,300千円を特別損失に計上しております。

⑤　上記金額には消費税等が含まれておりません。

－ 29 －
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 164円07銭

(2) １株当たり当期純利益 9円28銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 30 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年８月５日

株式会社THEグローバル社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊　藤　文　男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宮 下 卓 士 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社THEグローバル社の平成26年７

月１日から平成27年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を

実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について

意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討

する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社THEグローバル社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書

類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　　上

－ 31 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年８月５日

株式会社THEグローバル社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊　藤　文　男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宮 下 卓 士 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社THEグローバル社の平成

26年７月１日から平成27年６月30日までの第５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び

その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及

びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的

は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成26年７月１日から平成27年６月30日までの第５期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議いたしました。その結

果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役及び会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境整備に努めると共に、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等

を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取

締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社

の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項

に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている

体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社について

は、子会社の取締役等との意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い

たしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監査

すると共に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための

体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま

した。

－ 33 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

二　取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい

ても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

平成27年８月17日

株式会社THEグローバル社　監査役会

常勤監査役(社外監査役) 三 　 枝 　 龍 次 郎 

社 外 監 査 役 後 藤 　 勇 

社 外 監 査 役 岡 崎 鶴 男 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
剰余金の処分につきましては、業績並びに今後の事業展開等を勘案いたし

まして、期末配当は、以下のとおりといたしたいと存じます。
(１)　配当財産の種類

金銭といたします。
(２)　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金15円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は197,899,860円となります。

(３)　剰余金の配当が効力を生じる日
平成27年９月30日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役１名選任の件
　取締役 宗吉 敏彦氏は、本総会終結の時をもって任期途中で退任いたしま
すので、その補欠として、次のとおり取締役１名の選任をお願いするもので
あります。

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株
式 数

つじ　　むら　　　　　しげる

辻 村 　 茂
(昭和23年６月８日)

昭和46年４月
平成６年４月
平成７年４月
平成10年４月
平成12年４月
平成14年６月
平成16年５月
平成26年６月

伊藤忠商事株式会社 入社
同社 建設開発部長
同社 都市住宅事業部長
同社 建設部門長代行(兼)建設部長
同社 建設・不動産部門長
同社 執行役員 建設・不動産部門長
伊藤忠都市開発株式会社 代表取締役社長
同社 代表取締役社長 退任

－千株

(注)１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．辻村 茂氏は、社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。
(１)社外取締役候補者とした理由

辻村 茂氏は、伊藤忠都市開発株式会社元代表取締役社長であり、会
社経営者としての豊富な知識、経験と幅広い見識を有されていること
から、当社の社外取締役として選任をお願いするものであります。

(２)当社の社外取締役に就任してからの年数
辻村 茂氏は、当社において、新任の社外取締役候補者であり、社外

取締役としての在任期間はありません。
(３)社外取締役との責任限定契約の内容の概要

辻村 茂氏が原案どおり選任された場合、会社法第427条第１項の規
定に基づき、当社は同氏との間で損害賠償責任を限定する契約を締結
する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法
令の定める最低責任限度額としております。

４．辻村 茂氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たし
ており、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

以　上

－ 35 －
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

昨年度と会場が異なりますので、お間違えないようご注意願います。

会場：東京都新宿区西新宿八丁目17番３号

べルサール新宿グランドホール

ベルサール新宿グランド

至中野坂上

丸ノ内線

神田川

成子天神下
交差点

新宿
オークタワー

新宿
中央公園北
交差点

東京
医大病院

Ａ５出口

西新宿駅
１番出口

新宿西口駅

西口

ＪＲ
新宿駅京王プラザ

ホテル
京王プラザ
ホテル

新宿
中央公園

至西新宿
五丁目

青梅街道
青梅街道

ヒルトン東京ヒルトン東京

東京都庁東京都庁

工学院大学工学院大学

都営大江戸線都営大江戸線

三井ビル三井ビル

新宿
警察署
新宿
警察署

新都心
歩道橋下
新都心
歩道橋下

ハルクハルク

Ａ18
出口
Ａ18
出口

都庁前駅都庁前駅

西武新宿駅西武新宿駅

交通　東京メトロ丸ノ内線　西新宿駅「１番出口」より徒歩３分

都営地下鉄大江戸線　都庁前駅「Ａ５出口」より徒歩７分

ＪＲ線・京王線・小田急線・東京メトロ丸ノ内線　新宿駅「西

口」より徒歩15分

地図




